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○国土形成計画法（昭和25年法律第205号）
最終改正 平成17年法律第89号
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第一章 総則

（目的）

この法律は、国土の自然的条件を考慮して、経済、社会、文化等に関する施策第一条

の総合的見地から国土の利用、整備及び保全を推進するため、国土形成計画の策定そ

の他の措置を講ずることにより、国土利用計画法（昭和四十九年法律第九十二号）に

よる措置と相まつて、現在及び将来の国民が安心して豊かな生活を営むことができる

経済社会の実現に寄与することを目的とする。

（国土形成計画）

この法律において 国土形成計画 とは 国土の利用 整備及び保全 以下 国第二条 「 」 、 、 （ 「

土の形成」という ）を推進するための総合的かつ基本的な計画で、次に掲げる事項に。

関するものをいう。

一 土地、水その他の国土資源の利用及び保全に関する事項

二 海域の利用及び保全（排他的経済水域及び大陸棚に関する法律（平成八年法律第

七十四号）第一条第一項の排他的経済水域又は同法第二条の大陸棚における同法第

三条第一項第一号から第三号までに規定する行為を含む ）に関する事項。

三 震災、水害、風害その他の災害の防除及び軽減に関する事項

四 都市及び農山漁村の規模及び配置の調整並びに整備に関する事項

五 産業の適正な立地に関する事項

六 交通施設、情報通信施設、科学技術に係る研究施設その他の重要な公共的施設の

利用、整備及び保全に関する事項

七 文化、厚生及び観光に関する資源の保護並びに施設の利用及び整備に関する事項

八 国土における良好な環境の創出その他の環境の保全及び良好な景観の形成に関す

る事項

２ 前項の国土形成計画は、第六条第二項に規定する全国計画及び第九条第二項に規定

する広域地方計画とする。

（国土形成計画の基本理念）

国土形成計画は、我が国及び世界における人口、産業その他の社会経済構造の第三条

変化に的確に対応し、その特性に応じて自立的に発展する地域社会、国際競争力の強

化及び科学技術の振興等による活力ある経済社会、安全が確保された国民生活並びに
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地球環境の保全にも寄与する豊かな環境の基盤となる国土を実現するよう、我が国の

自然的、経済的、社会的及び文化的諸条件を維持向上させる国土の形成に関する施策

を、当該施策に係る国内外の連携の確保に配意しつつ、適切に定めるものとする。

２ 国土形成計画は、総合的な国土の形成に関する施策の実施に関し、地方公共団体の

主体的な取組を尊重しつつ、全国的な規模で又は全国的な視点に立つて行わなければ

ならない施策の実施その他の国が本来果たすべき役割を踏まえ、国の責務が全うされ

ることとなるよう定めるものとする。

第二章 国土審議会の調査審議等

（国土審議会の調査審議等）

国土審議会は、国土形成計画及びその実施に関し必要な事項について調査審議第四条

し、その結果を国土交通大臣に報告し、又は勧告する。

２ 国土審議会は、国土形成計画について必要があると認める場合においては、国土交

通大臣を通じて、関係各行政機関の長に対し、意見を申し出ることができる。

３ 関係各行政機関の長は、その所掌事務に係る基本的な計画で国土形成計画と密接な

関係を有するものについて、国土審議会の意見を聴くことができる。

（要旨の公表）

国土審議会は、この法律の規定により調査審議した結果について必要があると第五条

認める場合においては、その要旨を公表するものとする。

第三章 国土形成計画の策定

（全国計画）

国は、総合的な国土の形成に関する施策の指針となるべきものとして、全国の第六条

区域について、国土形成計画を定めるものとする。

２ 前項の国土形成計画（以下「全国計画」という ）には、次に掲げる事項を定めるも。

のとする。

一 国土の形成に関する基本的な方針

二 国土の形成に関する目標

三 前号の目標を達成するために全国的な見地から必要と認められる基本的な施策に

関する事項

３ 全国計画は、環境の保全に関する国の基本的な計画との調和が保たれたものでなけ

ればならない。

４ 国土交通大臣は、全国計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

５ 国土交通大臣は、前項の規定により全国計画の案を作成しようとするときは、あら

かじめ、国土交通省令で定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるとともに、環境大臣その他関係行政機関の長に協議し、都道府県及び指

定都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の

指定都市をいう。以下同じ ）の意見を聴き、並びに国土審議会の調査審議を経なけれ。

ばならない。

、 、 、６ 国土交通大臣は 全国計画について第四項の閣議の決定があつたときは 遅滞なく
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これを公表するものとする。

７ 全国計画は、国土利用計画法第四条の全国の区域について定める国土の利用に関す

る計画と一体のものとして定めなければならない。

８ 第四項から前項までの規定は、全国計画の変更について準用する。

（全国計画に係る政策の評価）

国土交通大臣は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成十三年法律第第七条

） 、 、八十六号 第六条第一項の基本計画を定めるときは 同条第二項第六号の政策として

全国計画を定めなければならない。

２ 国土交通大臣は、前条第六項（同条第八項において準用する場合を含む ）の規定に。

よる公表の日から二年を経過した日以後、行政機関が行う政策の評価に関する法律第

七条第一項の実施計画を初めて定めるときは、同条第二項第一号の政策として、全国

計画を定めなければならない。

（全国計画に係る提案等）

都道府県又は指定都市は、単独で又は共同して、国土交通大臣に対し、当該都第八条

道府県又は指定都市の区域内における第二条第一項各号に掲げる事項に関する施策の

効果を一層高めるために必要な全国計画の案（全国計画の変更の案を含む。以下この

条において同じ ）を作成することを提案することができる。この場合においては、当。

該提案に係る全国計画の案の素案を添えなければならない。

、 （ 「 」 。）２ 国土交通大臣は 前項の規定による提案 以下この条において 計画提案 という

が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえた全国計画の案（計画提案に係

る全国計画の案の素案の内容の全部又は一部を実現することとなる全国計画の案をい

う。第四項において同じ ）を作成する必要があるかどうかを判断し、当該全国計画の。

案を作成する必要があると認めるときは、その案を作成しなければならない。

３ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた全国計画の案（計画提案に係る全国計画

の案の素案の内容の一部を実現することとなる全国計画の案をいう ）を作成しようと。

する場合において、第六条第五項（同条第八項において準用する場合を含む ）の規定。

により国土審議会における調査審議を経ようとするときは、当該計画提案に係る全国

計画の案の素案を提出しなければならない。

４ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた全国計画の案を作成する必要がないと判

断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提案をした都道府県又は

指定都市に通知しなければならない。

５ 国土交通大臣は、前項の規定による通知をしようとするときは、あらかじめ、国土

審議会に当該計画提案に係る全国計画の案の素案を提出してその意見を聴かなければ

ならない。

（広域地方計画）

国土交通大臣は、次に掲げる区域（以下「広域地方計画区域」という ）につい第九条 。

て、それぞれ国土形成計画を定めるものとする。

一 首都圏（埼玉県、東京都、神奈川県その他政令で定める県の区域を一体とした区

域をいう ）。

二 近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県その他政令で定める県の区域を一体とした区域
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をいう ）。

三 中部圏（愛知県、三重県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をいう ）。

四 その他自然、経済、社会、文化等において密接な関係が相当程度認められる二以

上の県の区域であつて、一体として総合的な国土の形成を推進する必要があるもの

として政令で定める区域

（ 「 」 。） 、 、２ 前項の国土形成計画 以下 広域地方計画 という には 全国計画を基本として

次に掲げる事項を定めるものとする。

一 当該広域地方計画区域における国土の形成に関する方針

二 当該広域地方計画区域における国土の形成に関する目標

三 当該広域地方計画区域における前号の目標を達成するために一の都府県の区域を

超える広域の見地から必要と認められる主要な施策（当該広域地方計画区域におけ

る総合的な国土の形成を推進するため特に必要があると認められる当該広域地方計

画区域外にわたるものを含む ）に関する事項。

３ 国土交通大臣は、第一項の規定により広域地方計画を定めようとするときは、あら

かじめ、国土交通省令で定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるとともに、次条第一項の広域地方計画協議会における協議を経て、関係

各行政機関の長に協議しなければならない。

４ 国土交通大臣は、広域地方計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものと

する。

５ 前三項の規定は、広域地方計画の変更について準用する。

（広域地方計画協議会）

広域地方計画及びその実施に関し必要な事項について協議するため、広域地方第十条

計画区域ごとに、政令で定めるところにより、国の関係各地方行政機関、関係都府県

及び関係指定都市（以下この条において「国の地方行政機関等」という ）により、広。

域地方計画協議会（以下「協議会」という ）を組織する。。

２ 協議会は、必要があると認めるときは、協議により、当該広域地方計画区域内の市

町村（指定都市を除く 、当該広域地方計画区域に隣接する地方公共団体その他広域。）

地方計画の実施に密接な関係を有する者を加えることができる。

３ 第一項の協議を行うための会議（第六項において「会議」という ）は、次に掲げる。

者をもつて構成する。

一 国の地方行政機関等の長又はその指名する職員

二 前項の規定により加わつた地方公共団体の長又はその指名する職員

三 前項の規定により加わつた者（地方公共団体を除く ）の代表者又はその指名する。

者

４ 協議会は、必要があると認めるときは、関係各行政機関に対し、資料の提供、意見

の表明、説明その他の協力を求めることができる。

５ 協議会は、前条第三項（同条第五項において準用する場合を含む ）の規定による協。

議を行う場合においては、学識経験を有する者の意見を聴くものとする。

６ 会議において協議が調つた事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を

尊重しなければならない。
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７ 協議会の庶務は、国土交通省において処理する。

８ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

（広域地方計画に係る提案等）

広域地方計画区域内の市町村（協議会の構成員である市町村を除く ）は、単第十一条 。

独で又は共同して、国土交通大臣に対し、国土交通省令で定めるところにより、都府

県を経由して、当該市町村の区域内における第二条第一項各号に掲げる事項に関する

施策の効果を一層高めるために必要な広域地方計画の策定又は変更をすることを提案

することができる。この場合においては、当該提案に係る広域地方計画の素案を添え

なければならない。

、 （ 「 」 。）２ 国土交通大臣は 前項の規定による提案 以下この条において 計画提案 という

が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更

（計画提案に係る広域地方計画の素案の内容の全部又は一部を実現することとなる広

域地方計画の策定又は変更をいう。第四項において同じ ）をする必要があるかどうか。

を判断し、当該広域地方計画の策定又は変更をする必要があると認めるときは、その

案を作成しなければならない。

３ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更（計画提案

に係る広域地方計画の素案の内容の一部を実現することとなる広域地方計画の策定又

は変更をいう ）をしようとする場合において、第九条第三項（同条第五項において準。

用する場合を含む ）の規定により協議会における協議を経ようとするときは、当該計。

画提案に係る広域地方計画の素案を提出しなければならない。

４ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更をする必要

がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提案をした市

町村に通知しなければならない。

５ 国土交通大臣は、前項の規定による通知をしようとするときは、あらかじめ、協議

会に当該計画提案に係る広域地方計画の素案を提出してその意見を聴かなければなら

ない。

（調査の調整）

国土交通大臣は、関係各行政機関の長が国土形成計画に関して行う調査につ第十二条

いて必要な調整を行い、当該各行政機関の長に対し、調査の結果について報告を求め

ることができる。

２ 国土交通大臣は、前項の規定による調整を行う場合において、必要があると認める

ときは、関係各行政機関の長の意見を聴いて、特に調査すべき地域を指定することが

できる。

第四章 国土形成計画の実施

（広域地方計画に関する調整）

広域地方計画が定められた広域地方計画区域内の都府県又は市町村は、当該第十三条

広域地方計画を実施する上で必要があると認める場合においては、単独で又は共同し

て、国土交通大臣に対し、関係各行政機関の事務の調整を行うことを要請することが

できる。
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２ 国土交通大臣は、前項の規定による要請があつた場合において、必要があると認め

るときは、国土審議会の意見を聴いて、必要な調整を行うものとする。

（国土形成計画の実施に関する勧告）

国土交通大臣は、国土形成計画の実施について調整を行うため必要があると第十四条

、 、 。認める場合においては 関係各行政機関の長に対し 必要な勧告をすることができる

第五章 補則

（沖縄振興計画との調整）

沖縄振興計画と国土形成計画との調整は、国土交通大臣が内閣総理大臣と国第十五条

土審議会の意見を聴いて行うものとする。

（政令への委任）

この法律の実施のための手続その他その執行について必要な事項は、政令で第十六条

定める。

附 則 〔抄〕

１ この法律は、昭和二十五年六月一日から施行する。

附 則 （平成十七年法律第八十九号） 〔抄〕

（施行期日等）

この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定め第一条

る日（以下「施行日」という ）から施行する。ただし、次項及び附則第二十七条の規。

定は、公布の日から施行する。

（ 「 」 。）２ 第一条の規定による改正後の国土形成計画法 以下単に 国土形成計画法 という

第六条第四項の規定による全国計画の案の作成については、国土審議会は、この法律

の施行前においても調査審議することができる。

３ 国土形成計画法第六条第一項の規定により国土形成計画が定められるまでの間にお

、 、 。いては 国土形成計画法第九条から第十一条まで及び第十三条の規定は 適用しない

（国土形成計画法の一部改正に伴う経過措置）

施行日以後国土形成計画法第六条第一項の規定により国土形成計画が定められ第二条

るまでの間においては、この法律の施行の際現に第一条の規定による改正前の国土総

合開発法第七条第一項の規定により作成されている全国総合開発計画を国土形成計画

第六条第一項の規定により定められた国土形成計画とみなす。

２ 前項の規定により国土形成計画法第六条第一項の規定により定められた国土形成計

画とみなされる全国総合開発計画については、国土形成計画法第七条及び第八条の規

定は、適用しない。

（政令への委任）

この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置第二十七条

は、政令で定める。
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○国土形成計画法施行令（平成１８年政令第２３０号）

（広域地方計画区域）

（ 「 」 。） 、第一条 国土形成計画法 以下 法 という 第九条第一項第一号の政令で定める県は

茨城県、栃木県、群馬県、千葉県及び山梨県とする。

２ 法第九条第一項第二号の政令で定める県は、滋賀県、奈良県及び和歌山県とする。

３ 法第九条第一項第三号の政令で定める県は、長野県、岐阜県及び静岡県とする。

４ 法第九条第一項第四号の政令で定める区域は、次に掲げる区域とする。

一 東北圏（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県及び新潟県の区域を

一体とした区域をいう。別表において同じ ）。

二 北陸圏（富山県、石川県及び福井県の区域を一体とした区域をいう。別表におい

て同じ ）。

三 中国圏（鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県の区域を一体とした区域を

いう。別表において同じ ）。

四 四国圏（徳島県、香川県、愛媛県及び高知県の区域を一体とした区域をいう。別

表において同じ ）。

五 九州圏（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児島県の区域

を一体とした区域をいう。別表において同じ ）。

（広域地方計画協議会の組織）

法第十条第一項の広域地方計画協議会は、別表の上欄に掲げる広域地方計画区第二条

域ごとに、次に掲げる国の地方行政機関で当該広域地方計画区域の全部又は一部を管

轄するもの並びに同表の下欄に定める都府県及び指定都市（地方自治法（昭和二十二

年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市をいう ）により組織す。

る。

一 管区警察局

二 総合通信局

三 財務局

四 地方厚生局

五 地方農政局

六 森林管理局

七 経済産業局

八 地方整備局

九 地方運輸局

十 管区海上保安本部

十一 地方環境事務所

附 則
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この政令は、公布の日から施行する。

別表（第二条関係）

首都圏 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 さいたま市 千葉

市 横浜市 川崎市

近畿圏 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市

中部圏 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 静岡市 名古屋市

東北圏 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 新潟県 仙台市

北陸圏 富山県 石川県 福井県

中国圏 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 広島市

四国圏 徳島県 香川県 愛媛県 高知県

九州圏 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 北九州市 福岡市



○国土形成計画法施行規則（平成１７年国土交通省令第１１４号）

最終改正：平成１８年国土交通省令第７４号

（全国計画について国民の意見を反映させるために必要な措置）

国土交通大臣は、国土形成計画法（以下「法」という ）第六条第四項の規定に第一条 。

より同条第二項に規定する全国計画（以下単に「全国計画」という ）の案を作成しよ。

うとするときは、あらかじめ、当該全国計画の原案及び当該原案に対する意見の提出

方法、提出期限、提出先その他意見の提出に必要な事項を、インターネットの利用、

印刷物の配布その他適切な方法により一般に周知するものとする。

２ 前項の規定は、全国計画の変更について準用する。

（都道府県及び指定都市の意見聴取）

国土交通大臣は、法第六条第四項の規定により全国計画の案を作成しようとす第二条

るときは あらかじめ 当該全国計画の原案を都道府県及び指定都市 地方自治法 昭、 、 （ （

和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市をいう。次項に

おいて同じ ）に送付するものとする。。

２ 都道府県又は指定都市は、前項の送付があった場合において、法第六条第五項の規

定により国土交通大臣に意見を述べようとするときは、国土交通大臣が指定する期日

までに意見を提出するものとする。

３ 前二項の規定は、全国計画の変更について準用する。

（国土交通大臣の広域地方計画協議会に対する要請）

国土交通大臣は、法第九条第一項の規定により同条第二項に規定する広域地方第三条

計画を定めようとする場合において、必要があると認めるときは、法第十条第一項の

広域地方計画協議会（以下「協議会」という ）による法第九条第三項の規定による協。

議を行うための会議（以下「会議」という ）について、関係する協議会に対し、次に。

掲げる措置を講ずるよう要請することができる。

一 広域地方計画区域内の一部の区域について、関係する一部の構成員による会議を

開くこと。

二 複数の広域地方計画区域にまたがる区域について、関係する協議会が共同して会

議（関係する一部の構成員による会議を含む ）を開くこと。。

２ 前項の規定は、広域地方計画の変更について準用する。

附 則

この省令は、総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等

の法律（平成十七年法律第八十九号）の施行の日（平成十七年十二月二十二日）から施

行する。

附 則（平成十八年国土交通省令第七十四号）

この省令は、公布の日から施行する。


